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（１）老齢厚生年金等の支給開始年齢 

  特別支給の老齢厚生年金※１は、生年月日に応じて支給開始年齢を１歳ずつ引き上げ、

最終的には、昭和 36 年４月２日以降に生まれた方からは、65 歳から年金が支給されま

す※２。 

 

  ※１ 老齢厚生年金は、本来 65 歳から支給されますが（本来支給）、経過措置で当分の間、

65 歳に達するまでの間に特別支給の老齢厚生年金が支給されることになっています。

（P６参照） 

※２ 女性の方で、臨時的任用職員や民間企業での勤務経験等（１号厚年期間）がある方の場

合、その期間分の老齢厚生年金は、生年月日に応じて次表のとおり支給されます。 

 

生年月日
支給開始

年齢
生年月日

支給開始
年齢

昭29.4.2～昭33.4.1 60歳 昭37.4.2～昭39.4.1 63歳

昭33.4.2～昭35.4.1 61歳 昭39.4.2～昭41.4.1 64歳

昭35.4.2～昭37.4.1 62歳 昭41.4.2以降 65歳

２ 老齢年金について 
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（２）各老齢年金等の概要 

 
 

※１ 在職中は支給されません  

※２ 在職中は給与と年金の額に応じて一部又は全額支給停止 

 

①② 老齢厚生年金（被用者年金）（２階部分） 

【支給要件】次のいずれの要件も満たしている場合に支給されます。 

 

【年金額】 老齢厚生年金は、組合員期間と報酬等を基礎として計算されます。 

    厚生年金に加入し報酬を受け取っている老齢厚生年金受給権者は、報酬と年金の 

合計額が一定の基準を超えると、段階的に年金の支給が停止されます。（P18 参照） 

③ 加給年金額（該当者のみ）（２階部分） 

加給年金額は、年金請求者が 65 歳到達時に、次の条件に当てはまる場合に支給さ

れます。 

  ◆ 厚生年金保険の加入期間が 20 年以上 

  ◆ 65 歳に到達した時、年金請求者によって生計維持されている、次表に該当する

配偶者又は子がいる 

61歳（S29.10.2～S30.4.1生) 65歳 退職
62歳（S30.4.2～S32.4.1生)
63歳（S32.4.2～S34.4.1生)
64歳（S34.4.2～S36.4.1生)

(新３階) ⑤年金払い退職給付

(旧３階) ④職域年金相当部分（経過的職域加算額） ※１

①特別支給の老齢厚生年金 ※２ ②本来支給の老齢厚生年金 ※２

③加給年金額(該当者のみ）

１階 ⑥老齢基礎年金(国民年金）

３階

２階

支給開始年齢等

①特別支給の老齢厚生年金 ②本来支給の老齢厚生年金

（60歳～64歳） （65歳～）

◆　厚生年金保険の加入期間が１年以上
　あること

◆　厚生年金保険の加入期間が１月以上
　あること

◆　保険料納付済期間と保険料免除期間
　を合算した期間が10年以上であること

◆　保険料納付済期間と保険料免除期間
　を合算した期間が10年以上であること
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 ※１ 収入又は所得が限度額以上でも、定年等の理由（自己都合によらないもの）により年金請求

者が 65 歳に到達した日から５年以内に限度額未満になると見込まれるときは該当します。 

 

加給年金額対象者である配偶者が障害厚生年金又は障害基礎年金又は加入期間 20 年

以上の老齢厚生年金（老齢基礎年金は対象外）を受給している場合（全額停止の場合

を除く）は、加給年金額の支給が停止されます。 

 

 

④ 職域年金相当部分（経過的職域加算額）（旧３階部分） 

共済年金独自の３階部分である「職域部分」は廃止され、平成 27 年９月までの組合

員期間がある方については、経過措置としてその期間に応じた職域部分の年金が支給さ

れます。 

 

⑤ 年金払い退職給付（正式名称：退職等年金給付）（新３階部分）   

年金払い退職給付は、平成 27 年 10 月の年金一元化に伴い創設された公務員の年金

制度です。半分は、支給期間を終身とする終身退職年金、半分は有期退職年金（支給期

間を 20 年（240 月）、10 年（120 月）、一時金から選択）として支給されます。 

 

【支給要件】次のすべての要件を満たしている場合に支給されます。 

 

◆ １年以上の引き続く組合員期間を有すること※1 

◆ 65 歳以上であること 

◆ 退職していること 

※１ 平成 27年 10 月 1日以降の組合員期間。 

平成 27年 10 月 1 日以降の組合員期間が 1年未満でも、平成 27年 10 月 1日をま

たぐ 1年以上の引き続く組合員期間がある場合は支給。 

 

 

 

配偶者 65歳未満 390,900円／年

◎１人目・２人目の子

各224,900円／年

◎３人目以降の子

各75,000円／年

加給年金額
（令和２年度）

年齢要件 収入要件

年収850万円未満
（又は所得655.5

万円未満）
※1子

①18歳に達する日の属する
年度末までの間にある子

②20歳未満で、障害等級が
１級又は２級に該当する障
害状態にある子

加給年金額
対象者
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積立時と受給時のイメージ図 

 

 

 

 

 

【参考】職域年金相当部分（経過的職域加算額）（旧３階部分）と 

年金払い退職給付（正式名称：退職等年金給付）（新３階部分）の比較表 

 

 

 

給付算定
基礎額

（65歳時）

Ａ 毎月の付与額（標準報酬月額等×付与率）

Ｂ 複利計算による利子分

Ｂ

制度
加入時

2か月目 3か月目 ・・・ ・・・・ 退職時 ・・・・・・・・ 65歳時 1年目 2年目 3年目 ・・・・

（積立終了）

B
B

B

B

AA

A
A

Ａ

有期退職
年金算定
基礎額

（給付算
定基礎額
の1/2)

終身退職
年金算定
基礎額

（給付算
定基礎額
の1/2)

組合員期間中（積立期間中） 受給待機期間中 年金受給中

有期退職年金

終身退職年金 受給期間 終身

受給期間 20年

・10年

・一時金 の選択あり

積立終了時の給付算定基

礎額残高に対する利子も積

み立てます。

年金額＝有期退職年金算定基礎額

有期年金現価率

年金額＝終身退職年金算定基礎額

終身年金現価率

支給開始年齢 特別支給の老齢厚生年金と同じ 65歳以上の退職者

年金額の1/2→終身

年金額の1/2→有期

(20年、10年、一時金から選択)

現在の現役世代（被保険者）の
保険料により受給者の年金を支給
する「賦課方式」

積み立てた保険料を原資として
年金を受け取る「積立方式」

財政方式

平成27年９月までの組合員期間 平成27年10月以降の組合員期間

職域年金相当部分（経過的職
域加算額）（旧３階部分）

支給期間 特別支給の老齢厚生年金と同じ

年金払い退職給付
（新３階部分）

計算の基礎と
なる組合員期間
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⑥ 老齢基礎年金（国民年金）（１階部分） 

老齢基礎年金は、20 歳から 60 歳までの間に共済年金や国民年金、厚生年金に加入し

た期間が通算して 10 年以上である者が 65 歳に達したときに支給されます。 

 

【年金額】 781,700 円※１／年（40 年間保険料を納付した場合） 

※１ 令和２年度の場合（賃金や物価の変動により改定あり） 

 

保険料納付期間が 40 年に不足する場合は、その期間に応じて減額されます。 

老齢基礎年金の額 ＝781,700 円／年 × 加入月数／480 月（40 年間） 

 

＜例＞ 加入月数が合計 456 月（38 年）の場合 

          781,700 円×456 月／480 月＝742,615 円 

 

（参考）任意加入制度について 

60 歳以上で、①老齢基礎年金の受給資格期間を満たしていない方、②受給資格

期間は満たしているが保険料を納付した月数が少なく満額（40 年間保険料納付

分）の老齢基礎年金が受けられない方は、①の方は 70 歳まで、②の方は 65 歳ま

で、国民年金に任意加入できる制度があります。お近くの年金事務所へ相談して

ください。ただし、再任用フルタイムや臨時的任用職員等、厚生年金保険に加入

している方は、国民年金に任意加入することはできません。 

 

 

（１）年金手続の流れ

 

※１ 在職中は支給されません  

※２ 在職中は給与と年金の額に応じて一部又は全額支給停止 

61歳（S29.10.2～S30.4.1生) 65歳 退職
62歳（S30.4.2～S32.4.1生)
63歳（S32.4.2～S34.4.1生)
64歳（S34.4.2～S36.4.1生)

(新３階) ⑤年金払い退職給付

(旧３階) 　職域年金相当部分（経過的職域加算額） ※１

①特別支給の老齢厚生年金 ※２
　(特別支給の退職共済年金）

②本来支給の老齢厚生年金 ※２④老齢厚生年金の改定

　加給年金額(該当者のみ）

１階 ③老齢基礎年金(国民年金）

３階

２階

支給開始年齢等

３ 受給権発生後の年金手続について 
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手続時期 必要な手続 提出書類(●必須 ○該当者のみ) 注意事項

60歳到達時

(S24.4.2～S28.4.1生） ・在職中でも請求手続が必要。

61歳到達時 ⇒繰下げ不可。

(S28.4.2～S29.10.1生）

61歳到達時 ・加給年金額の加算は65歳から

(S29.10.2～S30.4.1生）

62歳到達時

（S30.4.2～S32.4.1生） ○加給年金額請求の添付書類

63歳到達時 （該当者のみ提出）

（S32.4.2～S34.4.1生)

64歳到達時

（S34.4.2～S36.4.1生)

65歳到達時 ●年金請求書（老齢厚生年金）

「65歳から請求する」に○をして提出

○加給年金額対象者の添付書類

（新たに加給年金額対象者を登録する場
合のみ提出）

・公務員期間以外の期間がある方

⇒日本年金機構で手続

●老齢基礎年金受給方法の確認書 ・公務員期間のみの方

「65歳から請求する」に○をして提出 ⇒共済組合へ提出。

退職時
④老齢厚生年金の改定請求手

続※１
●老齢厚生年金（退職共済年金・経
過的職域加算）「改定」請求書

65歳になる前の退職の場合でも提
出

（老齢厚生年金を繰下
げ(P20(4))しない場合）

●退職年金（年金払い退職給付）決
定請求書

65歳以降の退職の場合に提出し、
有期年金の受取方法を選択

○退職所得の受給に関する申告書
（C 一時金を選択した場合のみ提出）

  A 20年

○退職手当の源泉徴収票     B 10年

（当年中に退職手当支給ありの方のみ提出）   C 一時金

※１ 受給権発生から退職までの組合員期間に応じて年金額を上乗せするため、改めて年金額を計算し、決定する手続

（老齢厚生年金、老齢
基礎年金を繰下げ
(P20(4))しない場合）

③老齢基礎年金の請求手続

●年金請求書（国民年金老齢基礎年
金）

⑤年金払い退職給付請求手続

①特別支給の退職共済年金の
請求手続

●特別支給の退職共済年金「決定」
請求書

①特別支給の老齢厚生年金の
請求手続

●年金請求書（国民年金・厚生年金
保険老齢給付）及び添付書類

②(本来支給の)老齢厚生年金
の請求手続
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 ＜老齢年金の繰下げ（P20(4)）を希望する場合の手続（66 歳以降に年金を請求する場合）＞ 

 

（２）受給権が発生した時 

特別支給の老齢年金を受給するためには、支給開始年齢（P５参照）に達した時に、

御自身で年金の請求手続を行う必要があります。支給開始年齢に到達しても、請求手続

をしないと、年金は受給できません。 

公立学校共済組合神奈川支部の組合員の場合、神奈川支部から手続に必要な書類を 

自宅あてに送付しますので、期日までに提出してください。（退職された方は、最後に

加入していた実施機関（P３参照）から年金請求書が送付されます。） 

 

  65 歳になると、特別支給の老齢厚生年金の受給権が消滅し、本来支給の老齢厚生年金

と老齢基礎年金の受給権が発生し、それぞれ請求手続が必要です。 

公立学校共済組合神奈川支部の組合員は、神奈川支部（退職された方は、公立学校共

済組合本部）から、手続に必要な書類が自宅あてに送付されますので、期日までに提出

してください。 

複数の老齢厚生年金がある場合は、それぞれの実施期間において、請求手続が必要で

す。 

請求に基づき年金が決定されると、年金決定通知書及び年金証書が公立学校共済組合

本部から自宅あてに送付され、その後、年金の支給が始まります。年金証書等は、大切

に保管しておいてください。 

 

 

 

 

 

 

    手続が必要 

手続時期 必要な手続 提出書類 注意事項

●年金請求書（老齢厚生年金）

「繰下げを希望する」に○をして提出

●老齢基礎年金受給方法の確認書

（公務員期間のみの方）

「繰下げを希望する」に○をして提出

請求時
老齢厚生年金（老齢基礎年金）
繰下げ請求手続

66歳以降70歳までの請求したいときに公立学校共済組合
本部へ連絡

65歳到達時 繰下げ希望の申出
老齢厚生年金を繰下げた
場合、加給年金額は繰下
げ期間中、支給停止。

退職時 繰下げ待機者としての登録手続 ●退職届書
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① 特別支給の老齢厚生年金の請求手続 

  【送付する書類】「年金請求書(国民年金・厚生年金保険老齢給付)」(冊子) 等 

 【送付時期及び送付先】支給年齢に達する誕生月の前月末に自宅へ送付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最初の支給は、決定手続に時間を要するため、定期支給日より遅くなります。

（請求書の提出からおおむね５～６か月後になります。） 

 

 

  

年金請求書(国民年金・

厚生年金保険老齢給付) 

（見本） 
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② (本来支給の)老齢厚生年金の請求手続（65歳） 

【送付する書類】「年金請求書(老齢厚生年金)」等 

【送付時期及び送付先】65 歳の誕生月前後に自宅へ送付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年金請求書(老齢厚生年金) 

（見本） 
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③ 老齢基礎年金（国民年金）の請求手続（65歳） 

【送付する書類】「年金請求書（国民年金老齢基礎年金）」 

「老齢基礎年金受給方法の確認書」 

【送付時期及び送付先】65 歳の誕生月前後、②と一緒に自宅へ送付※１ 

 

※１ 公務員期間のみの方は、公立学校共済組合から送付します。 

公務員以外の期間がある方等は、日本年金機構から書類が送付されますので、年金

事務所で手続してください。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）年金受給権者が退職する時 

ここでいう「退職」とは、「公務員共済組合員でなくなる」ことをいいます。 

（共済組合の任意継続組合員になる場合も「退職」に該当します。） 

年金受給権者が退職するときは、「老齢厚生年金改定請求手続」と「年金払い退職給

付請求手続」（65 歳以降の退職の場合）が必要です。 

    手続が必要 

年金請求書(国民年金老齢基礎年金) 

（見本） 
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④ 老齢厚生年金改定請求手続  

受給権発生から退職までの組合員期間に応じて年金額を上乗せするため、改めて年

金額を計算し、決定する手続です。 

・年金額の一部または全額の支給停止がなくなり、全額支給されます。 

・年金額に反映されていない退職までの厚生年金保険に加入していた期間を追加 

して、年金額の再計算が行われます。 

 

※70 歳以上の期間は、厚生年金保険に加入されていないため、年金額の再計算には

反映しません。 

 

【送付する書類】「老齢厚生年金（退職共済年金・経過的職域加算）「改定」請求書」等 

【送付時期及び送付先】退職の連絡を受けた後、自宅へ送付 

 

３月末に退職される方は、退職後に年金の改定手続を行うことにより、在職停止

が解除されますが、４・５月分の年金の支給は、８月以降です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

老齢厚生年金「改定」

請求書（見本） 
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⑤ 年金払い退職給付請求手続  

【送付する書類】「退職年金（年金払い退職給付）決定請求書」等 

【送付時期及び送付先】退職の連絡を受けた後、④と一緒に自宅へ送付※１ 

※１ 65 歳以上で退職する方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

退職年金(年金払い退職給付)

決定請求書（見本） 
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（４）再就職した時           

年金受給者が再就職し、共済組合の組合員になった場合は、「年金受給権者再就職届

書」に公務員共済組合発行の年金証書(原本）を添付して、所属所を経由して神奈川支部

へ提出してください。 

  

    手続が必要 

年金受給権者再就職届書

（見本） 


